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研究成果の概要（和文）：オープン・ソース・ソフトウェア(OSS)は、公共財であるにも関わらず、その開発には、多
くの技術者が自発的に参加し、高い品質で供給が行われている。本研究の目的は、公共財であるOSSの供給に、なぜ、
多くの技術者が自発的に参加するのかを、公共財供給モデルを用いて明らかにすることである。多くのOSSに共通する
性質として、(1)コンピューター(私的財)とOSS(公共財)の間の機能面での補完性、(2)OSSに付加可能な機能の多様性、
の二点に注目して、これらの性質がただ乗りインセンティブを打ち消す程に十分な自発的な公共財供給インセンティブ
を与える可能性について検証した。

研究成果の概要（英文）：In the real world, there are many voluntary projects to develop Open Source 
Softwares (OSS) in which many software developers participate and by the voluntary development 
activities, many high-quality OSS are provided. However, since OSS satisfy the properties of nonrivalry 
and nonexcludability of consumption, they are public goods. According to the standard theory of public 
goods, public good provision suffers from the free-rider problem and public goods are under-provided. The 
standard theory seemingly cannot explain the phenomena of OSS development. We address why many 
high-quality OSS are provided although they are public goods through the public good provision theory. We 
show that, to some extent, the strong complementarity between OSS and its applications and 
multifunctionality of OSS have a role to intensify the incentive of voluntary contribution to OSS.

研究分野： 経済理論
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１．研究開始当初の背景 
(1) オープン・ソース・ソフトウェア(OSS)
とは、パソコンのソフトウェアの一種であり、
ソフトウェアとそのソース・コードは、イン
ターネット上で「無償」で公開され、誰しも
が「等しく」利用できる。近年、非常に多く
の技術者による自発的な供給によって、高品
質な OSS が、数多く提供されている。パソ
コンのオペレーティング・システムの Linux
は、その一例である。 
 
(2) 一方で、OSS は公共財としての性格を持
つ。公共財とは「消費の非排除性」と「消費
の非競合性」を満たす財であり、この二つの
性質により、経済主体は、他者の公共財供給
活動にただ乗りするインセンティブを持つ。
経済主体の持つただ乗りインセンティブに
より、公共財は十分な水準で供給されること
はない。これは、公共財のただ乗り問題とし
て知られている。 
 
(3) しかしながら、(1)の事実から、OSS の供
給においては、標準的な公共財供給理論が予
測するようなただ乗り問題が起きていると
は言い難い状況にある。なぜ、OSS は公共財
であるにも関わらず、多くの技術者は自発的
に OSS 供給に参加するのか？ 
 
(4) この疑問は、多くの研究者によって検証
されてきたが、Lerner and Tirole(2002)に代
表されるような事例研究が主流であり、理論
経済学的に、OSS の自発的な供給インセンテ
ィブを解明する研究は、非常に少ない。
Johnson(2002)と Myatt and Wallace(2002)
は、公共財供給モデルを用いて、OSS の自発
的な供給行動を理論経済学的に説明しよう
と試みたが、他の公共財との違いを鮮明にす
る形で、OSS 供給において、どのような要因
が、自発的な供給活動を誘導しているのか、
については明らかにされてこなかった。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、公共財供給モデルを応用し、
「OSS の供給に、なぜ、多くのソフトウェア
技術者が自発的に参加するのか」について明
らかにする。多くの OSS に共通する性質と
して、次の二つの性質に注目する。 
 

(性質 1)OSS(公共財)とそれを搭載するコ
ンピューター(私的財)との間に観察される機
能面での強い補完性。 

(性質 2)OSS に付加可能な機能が多様であ
るがゆえに生じるであろう、個々のソフトウ
ェア開発者の OSS の品質に対する選好の異
質性。 

 
(性質 1)について、通常、コンピューター

とソフトウェアは、機能面において補完的な
関係にある。コンピューターをより快適に利
用するためには質の高いソフトウェアは必

要であるし、質の高いソフトウェアから恩恵
を享受するためには、高機能なコンピュータ
ーは必要不可欠である。そのため、両財を「あ
る程度、同じ品質水準で」消費しなければ、
OSS ユーザーは、十分な便益を享受すること
ができない。ある程度、同水準で私的財と公
共財を消費することを望む者は、私的財を一
方的に消費するような行動をすることなく、
公共財を自発的に供給することが予想され
る。 

(性質 2)について、一般に、ソフトウェア
が備える機能は多様であり、それゆえ、利用
者が、ソフトウェアに対して要求する機能は、
異なる。自らの要求を満たすことで、OSS か
らより大きな便益を享受することができる
場合、自発的に OSS の開発活動に加わる可
能性がある。 

(性質 1)と(性質 2)の二要素に注目し、これ
らが、ただ乗りインセンティブを打ち消す程
に十分に強い自発的な公共財供給インセン
ティブを与えるか否かについて明らかにす
る。 
 
３．研究の方法 
(1) OSS(公共財)とそれを搭載するコンピュ
ーター(私的財)との間の機能面における強い
補完性が、OSS の自発的供給インセンティブ
に与える影響を測定するために、次のような
モデルを構築した。 
①公共財、私的財の二財間の強い補完性を

モデル化するため、プレイヤーが、公共財、
私的財の消費に関して、レオンチェフ型効用
関数を持つことを仮定する。 
 ②公共財の自発的貢献ゲームに基づきゲ
ームを構築する。各プレイヤーは、ゲームの
初期時点で保有する資源を、公共財の供給と
私的財の購入に、それぞれ「何単位投じるか」
を決定する。プレイヤー達によって公共財の
供給に投じられた資源が大きければ大きい
ほど、公共財の水準は大きくなるものとする。
各プレイヤーの消費する私的財の水準は、そ
の購入に当てられた資源量の大きさに伴い、
増加するものとする。 
 ③パレート効率的な資源配分と上記のゲ
ームの均衡で実現する資源配分を求め、次に、
これら二つの資源配分を比較し、ゲームの均
衡で実現する資源配分が、パレート効率的に
なるための必要十分を提示する。 
 
(2) 個々のソフトウェア開発者が、OSS の品
質(公共財)に対して異なる選好を持つ状況
を、次のようにモデル化し、分析を行った。 
 ①公共財は、非負の整数単位で供給可能で
あり、各プレイヤーは、公共財の供給水準に
対して要求水準を持つ。各プレイヤーが公共
財から享受する便益は、プレイヤーが持つ要
求水準で公共財が供給される場合に最も大
きくなる。公共財供給水準が、要求水準から
離れれば離れるほど、プレイヤーの便益は減
少する。 



各プレイヤーが異なる要求水準を持つこ
とを以て、プレイヤーが公共財に対して異な
る選好を持つことをモデル化した。 
 ②公共財を 0 単位から 1 単位、1 単位から
2 単位、2 単位から 3 単位…というように、
公共財の供給 1単位毎に、限界貢献量を各プ
レイヤーが表明するゲームを分析し、ゲーム
の均衡で実現する公共財供給水準とパレー
ト効率配分で実現する公共財供給水準とを
比較し、プレイヤー間の公共財に対する選好
の異質の程度と、資源配分の効率性の実現可
能性の関係について、検証した。 
 
４．研究成果 
(1) コンピューター(私的財)と OSS(公共財)
の間の強い補完性に関する分析については、
次の結果を得た。 
①プレイヤーの自発的貢献により実現す

る資源配分は、「個人実現可能配分集合」に
対象を限定した場合、パレート効率的であり、
ある種の次善解となる。その一方で、「社会
的実現可能配分集合」に対象を拡張した場合、
それは、必ずしもパレート効率的ではなく、
この意味において、自発的な貢献行動が最善
な資源配分を実現するわけではない。 
②しかし、プレイヤー達が、自発的に自ら

の持つ資源を、彼らの間で移転・交換するこ
とが可能である場合には、社会的実現可能配
分の中においてもパレート効率性を実現す
る可能性がある。 
③上記の①と②の結果は、ソフトウェアを

公共財としてモデル化した場合の結果であ
るが、これが準公共財である場合、例えば、
一部のコードのみをインターネット上に公
開するようなソフトウェアの開発を考えた
場合おいても、同等の結果が成立することが
明らかになった。 
 
以上から、ソフトウェアとコンピューター

の間に存在する機能面における強い補完関
係は、次善の意味において望ましい資源配分
を実現するが、一定条件下では、最善の資源
配分をも実現するものと結論付けられる。本
研究が対象とした、二財間の強い補完関係は、
この意味において、強いインセンティブをソ
フトウェア利用・開発者に与えると言えよう。 
本研究の成果は、ただ乗り問題が発生する

ことを予想する標準的な公共財供給理論と
は対照的である。Bergstrom et al.(1986)等によ
って分析された公共財の自発的貢献ゲーム
で実現する資源配分は、上記の次善解ですら
ない。また、本研究成果は、部分的にではあ
るが、Bitzer and Geishecker(2010)による実証
研究の成果と整合的である。 
本研究の成果は、論文"Private provision of 

public goods that are complement to private 
goods: Application to open source software 
developments"(松島法明氏との共同研究)にま
とめた。 
 

(2) 個々のソフトウェア開発者が、OSS の品
質(公共財)に対して異なる選好を持つ状況
の分析に関しては、次の結果を得た。 
①まず、公共財水準の増加に対して、プレ

イヤーの公共財から得る便益が、減少しない
ケースを分析した。このケースでは、公共財
水準の増加が、どのプレイヤーの便益も損な
うことがないため、プレイヤー間の公共財に
対する選好は、ある程度、同じであるとみな
すことができる。このケースでは、公共財供
給ゲームの均衡において、パレート効率的な
公共財供給が実現することが明らかとなっ
た。 
②次に、各プレイヤーが、公共財水準に対

して、強く異なる選好を持ち、あるプレイヤ
ーの要求水準を満たすことが、他のプレイヤ
ーの公共財からの便益を損なうケースを考
察した。上の意味において強く異なる選好を、
プレイヤーが持つケースでは、パレート非効
率的な公共財供給のみが、ゲームの均衡にお
いて実現する可能性があることが、明らかに
なった。また、このパレート非効率性は、公
共財の過剰供給に由来することが明らかと
なった。 

 
これらの成果が、OSS の自発的開発動機解

明の研究に与える意味は、ソフトウェアの開
発者の間に、OSS に付与する機能について極
度に異なる選好が存在する場合、さまざまな
機能を備えた高品質な OSS が供給される可
能性があるが、それは、社会全体から見て効
率的な水準ではなく、過剰な水準で、供給さ
れる可能性があることである。本研究の結果
は、現実世界において高品質な OSS が供給さ
れているが、必ずしもそれは、社会的に効率
的な水準で供給されているとは限らないこ
とを示唆する。 
本研究の成果は、論文"Public good provision 

through voluntary marginal contribution 
mechanisms and conflicts in benefits from the 
public good(仮題)"としてまとめ、現在、英文
査読誌への投稿準備を行っている。 
 
(3) 上記の(1)と(2)の分析に付随して、次の成
果を得た。 
① 上記(2)の分析では、公共財の過剰供給

の可能性を指摘した。この過剰供給が発生す
る仕組みとは全く別に、公共財が独占的に 1
人の供給者によって供給される場合、ある一
定条件下では、公共財が過剰に供給されるこ
とが明らかとなった。本研究の成果は、論文
"The efficiency of monopolistic provision of 
public goods  through simultaneous bilateral 
bargaining"(松島法明氏との共同研究)にまと
めた。 
② (1)の分析で用いられた公共財の自発的

貢献ゲームを含むような形で、「戦略代替性
を伴うσ-インタラクティブ・ゲーム」と呼ば
れる新たな非協力ゲームの集合を定義した。
本研究の主たる成果は、本集合に属するゲー



ムでは、プレイヤー間の協調行動の有無に依
存して、均衡で実現するゲームの帰結が変わ
ることはないことを示したことである。本研
究の成果は、論文"Coalition-proofness in a class 
of games with strategic substitutes"(Federico 
Quartieri 氏との共同研究)にまとめた。 
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